
【様式第1号】

自治体名：都留市

会計：一般会計等 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 86,861,553   固定負債 12,839,377

    有形固定資産 72,699,666     地方債 10,922,643

      事業用資産 58,083,416     長期未払金 -

        土地 44,596,935     退職手当引当金 1,916,734

        立木竹 230,529     損失補償等引当金 -

        建物 32,156,281     その他 -

        建物減価償却累計額 -20,820,350   流動負債 1,686,142

        工作物 4,406,795     １年内償還予定地方債 1,210,125

        工作物減価償却累計額 -2,506,164     未払金 1,113

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 200,123

        航空機 -     預り金 274,781

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 14,525,519

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 19,390   固定資産等形成分 89,801,143

      インフラ資産 13,981,024   余剰分（不足分） -13,592,572

        土地 4,183,042

        建物 34,097

        建物減価償却累計額 -18,569

        工作物 36,966,371

        工作物減価償却累計額 -27,479,589

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 295,671

      物品 2,260,941

      物品減価償却累計額 -1,625,714

    無形固定資産 303,877

      ソフトウェア 269,195

      その他 34,682

    投資その他の資産 13,858,010

      投資及び出資金 5,937,233

        有価証券 62,260

        出資金 5,874,973

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 178,164

      長期貸付金 -

      基金 7,743,261

        減債基金 86,972

        その他 7,656,289

      その他 6,300

      徴収不能引当金 -6,948

  流動資産 3,872,537

    現金預金 904,855

    未収金 27,762

    短期貸付金 -

    基金 2,939,590

      財政調整基金 2,919,507

      減債基金 20,083

    棚卸資産 -

    その他 800

    徴収不能引当金 -470 純資産合計 76,208,571

資産合計 90,734,090 負債及び純資産合計 90,734,090

貸借対照表
（令和6年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：都留市

会計：一般会計等 （単位：千円）

行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

  経常費用 15,182,153

    業務費用 7,299,934

      人件費 2,453,326

        職員給与費 1,589,167

        賞与等引当金繰入額 200,123

        退職手当引当金繰入額 133,622

        その他 530,414

      物件費等 4,598,331

        物件費 2,720,731

        維持補修費 260,052

        減価償却費 1,617,549

        その他 -

      その他の業務費用 248,277

        支払利息 46,585

        徴収不能引当金繰入額 7,418

        その他 194,274

    移転費用 7,882,219

      補助金等 5,307,350

      社会保障給付 1,581,017

      他会計への繰出金 944,783

      その他 49,068

  経常収益 603,295

    使用料及び手数料 217,370

    その他 385,925

純経常行政コスト 14,578,859

  臨時損失 -

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 -

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

純行政コスト 14,572,831

    その他 -

  臨時利益 6,028

    資産売却益 6,028



【様式第3号】

自治体名：都留市

会計：一般会計等 （単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

前年度末純資産残高 75,807,099 89,735,045 -13,927,946

  純行政コスト（△） -14,572,831 -14,572,831

  財源 14,928,339 14,928,339

    税収等 11,720,551 11,720,551

    国県等補助金 3,207,789 3,207,789

  本年度差額 355,509 355,509

  固定資産等の変動（内部変動） 20,135 -20,135

    有形固定資産等の増加 1,469,203 -1,469,203

    有形固定資産等の減少 -1,624,005 1,624,005

    貸付金・基金等の増加 1,885,497 -1,885,497

    貸付金・基金等の減少 -1,710,559 1,710,559

  資産評価差額 26,823 26,823

  無償所管換等 19,140 19,140

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 401,471 66,098 335,374

本年度末純資産残高 76,208,571 89,801,143 -13,592,572

純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：都留市

会計：一般会計等 （単位：千円）

資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 13,385,003

    業務費用支出 5,502,784

      人件費支出 2,287,039

      物件費等支出 2,980,782

      支払利息支出 46,585

      その他の支出 188,377

    移転費用支出 7,882,219

      補助金等支出 5,307,350

      社会保障給付支出 1,581,017

      他会計への繰出支出 944,783

      その他の支出 49,068

  業務収入 15,357,079

    税収等収入 11,724,562

    国県等補助金収入 3,033,136

    使用料及び手数料収入 214,915

    その他の収入 384,465

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 1,972,076

【投資活動収支】

  投資活動支出 3,207,247

    公共施設等整備費支出 1,469,203

    基金積立金支出 1,708,035

    投資及び出資金支出 30,000

    貸付金支出 10

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,740,145

    国県等補助金収入 174,653

    基金取崩収入 1,549,066

    貸付金元金回収収入 3,942

    資産売却収入 12,485

    その他の収入 -

投資活動収支 -1,467,102

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,183,256

    地方債償還支出 1,182,456

    その他の支出 800

  財務活動収入 904,109

    地方債発行収入 904,109

前年度末歳計外現金残高 257,152

本年度歳計外現金増減額 17,629

本年度末歳計外現金残高 274,781

本年度末現金預金残高 904,855

    その他の収入 -

財務活動収支 -279,147

本年度資金収支額 225,827

前年度末資金残高 404,246

本年度末資金残高 630,073



１．重要な会計方針
　(１)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法
　　①有形固定資産・・・取得原価
　　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次の通りです。
　　　　ア．昭和59年度以前に取得したもの・・・再調達原価
　　　　　　ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。
　　　　イ．昭和60年度以後に取得したもの
　　　　　　取得原価が判明しているもの・・・取得原価
　　　　　　取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価
　　　　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。
　　②無形固定資産・・・取得原価
　　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次の通りです。
　　　　取得原価が判明しているもの・・・取得原価
　　　　取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価
　　
　(２)有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法
　　①満期保有目的以外の有価証券
　　　　ア．市場価格のあるもの・・・会計年度における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売却原価は移動平均法により算定）
　　　　イ．市場価格のないもの・・・取得原価
　　②出資金
　　　　ア．市場価格のないもの・・・出資金額

　(３)有形固定資産等の減価償却の方法
　　①有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法
　　　なお、主な耐用年数は以下の通りです。
　　　　建物　 　6年～50年
　　　　工作物　3年～60年
　　　　物品　　 2年～17年
　　②無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法
　　③リース資産
　　　　ア．所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリース取引及びリース契約１件あたりの
　　　　　　リース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）
　　　　　　　　　　　・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
　　　
　(４)引当金の計上基準及び算定方法
　　①徴収不能引当金

　　　長期延滞債権、未収金については、過去５年間の平均不納欠損率または個別に回収可能性を検討し、徴収不能見込額を計上しています。
　　②退職手当引当金

　　　期末自己都合要支給額を計上しています。
　　③リース資産

　　　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を
　　　計上しています。

　(５)リース取引の処理方法
　　①ファイナンス・リース取引

　　　　ア．所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース及びリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を
　　　　　　除きます。）
　　　　　　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

　　　　イ．ア以外のファイナンス・リース取引
　　　　　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　　②オペレーティング・リース取引
　　　　　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

　(６)資金収支計算書における資金の範囲
　　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物。
　　なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

　(７)その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
　　①工作物及び物品並びにソフトウェアの計上基準
　　　　工作物及び物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円(美術品は300万円)以上の場合に資産として計上しています。
　　　　ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。
　　②資本的支出と修繕費の区分基準
　　　　資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が60万円未満であるとき、又は固定資産の取得価額等の概ね 10％未満相当額以下であるときに
　　　　修繕費として処理しています。

２．重要な後発事象
　該当なし

３．偶発債務
　該当なし

一般会計等財務書類に係る注記
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４．追加情報
　(１)財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項
　　①一般会計等財務書類の対象範囲は次の通りです。
　　　　一般会計
　　②地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって
　　　会計年度末の計数としています。
　　③百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。
　　④地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次の通りです。
　　　　　実質赤字比率 -%
　　　　　連結実質赤字比率 -%
　　　　　実質公債費比率 11.4%
　　　　　将来負担比率 -%
　　⑤利子補給等に係る債務負担の翌年度以降の支出予定額 ― 千円
　　④繰越事業に係る将来の支出予定額 278,000 千円

　(２)貸借対照表に係る事項
　　①減債基金に係る積立不足額 ― 千円
　　②基金借入金(繰替運用) ― 千円
　　③地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれることが見込まれる金額 12,254,110 千円
　　④地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりです。
　　　　　標準財政規模 9,819,810 千円
　　　　　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 936,412 千円
　　　　　将来負担額 20,970,516 千円
　　　　　充当可能基金額 10,999,765 千円
　　　　　特定財源見込額 267,100 千円
　　　　　地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 12,254,110 千円
　　⑤地方自治法第 234 条の 3 に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額 ―千円
　　⑥管理者と所有者が異なる指定区間外の国道や指定区間の一級河川及び表示登記が行われていない法定外公共物は次の通りです。

　　　なお、該当資産は貸借対照表の資産に計上されません。
　　　　ア．指定区間外の国道
　　　　　　土地　　　―百万円
　　　　　　工作物　　―百万円(減価償却累計額　　―百万円)
　　　　イ．指定区間外の一級河川等
　　　　　　土地　　　―百万円
　　　　　　工作物　　―百万円(減価償却累計額　　―百万円)
　　⑦建物のうち、PFI事業に係る資産は、該当ありません。

　(３)純資産変動計算書に係る事項
　　純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容
　　①固定資産等形成分
　　　固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。
　　②余剰分（不足分）
　　　純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

　(４)資金収支計算書に係る事項
　　①基礎的財政収支　　　 710,528 千円
　　②既存の決算情報との関連性

収入（歳入） 支出（歳出）
18,405,579千円 17,422,506千円
△404,246千円 ―

― 353,000千円
18,001,333千円 17,775,506千円

　　③資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳
　　　資金収支計算書
　　　　　 業務活動収支 1,972,076 千円

　投資活動収入の国県等補助金収入 174,653 千円
　未収・未払債務等の増加（減少） △ 15,873 千円
　減価償却費 △ 1,617,549 千円
　賞与等引当金繰入額（増減額） △ 36,358 千円
　退職手当引当金繰入額（増減額） △ 129,929 千円
　徴収不能引当金繰入額（増減額） 2,460 千円
　資産除売却益（損） 6,028 千円
純資産変動計算書の本年度差額 355,508 千円

　　④重要な非資金取引
　　　重要な非資金取引は以下のとおりです。
　　　　該当なし

資金収支計算書

実質赤字比率
歳入歳出決算書
繰越金に伴う差額
地方自治法233条の第2項に基づく剰余金に伴う差額
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